
令和７年３月２４日（月）

ときわ会館

令和6年度 さいたま市地域スポーツ・文化クラブ活動体制整備研究協議会
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本日の内容

１ 令和６年度の取組【モデル校】

２ 令和６年度の取組【中学校長会との連携】

３ 令和７年度の取組について

４ 令和７年度の組織について

５ 部活動地域展開に向けたロードマップ（修正版）
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「まちクラブ連携モデル」
統括団体が地域クラブと連携して運営

「統括団体単独モデル」
学校域を１つの統括団体で運営

１ 令和６年度の取組【モデル校】
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「統括団体単独モデル」
学校域を１つの統括団体で運営

※総合型地域ＳＣ連携モデルを想定していたが、
調整が付かず、実施できなかった。

●令和６年度は、モデル校３校で検証を進めました。



＜取組の具体的内容＞
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（１）「まちクラブ連携モデル」
主 催：かたやなぎクラブ（令和５年から活動開始）
協 力：片柳中ＰＴＡ 片柳小・中合同コミュニティスクール、

片柳中学校体育施設開放委員会、
片柳地区青少年育成会、片柳地区体育振興会

種 目：陸上、テニス、バスケット、卓球、バドミントン、サッカー、
吹奏楽、パソコン、美術

活動費：学期１０００円（指導費は市教委負担）
指導者：地域の方（競技指導者、競技指導資格保有者、卒業生等)

教員は希望者のみクラブの指導者として活動（兼職兼業願）
活動場所：片柳中校庭、体育館、武道場、地域施設等

かたやなぎクラブ（週５日以内）
平日２時間、土日３時間程度

片柳中部活動
最大平日３〜４日 ２時間程度

１ 令和６年度の取組【モデル校】

片柳中学校



＜成果＞
〇まちクラブの組織の作成
〇まちクラブ型の地域移行プランの作成

＜課題＞
●持続可能な組織の構築

＜今後へ向けて＞
・指導者と生徒・保護者間の情報共有や必要に

応じた助言、トラブル解決などに対応する
ため、教員出身者の事務局長（運営管理者）
を継続して任用できたらよい。

・受益者負担を考えていく中で、財源を確保
する手段や、会計事務の仕組みづくりが必要。
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１ 令和６年度の取組【モデル校】

片柳中学校（１）「まちクラブ連携モデル」

「まちクラブ連携モデル」
統括団体が地域クラブと連携して運営



＜成果＞
〇教員以外の指導者による技術の向上
※男子バレーボール部 関東大会出場
※陸上競技部、卓球部男女 県大会出場
※サッカー部の充実した活動

〇教員の負担が軽減

＜課題＞
●統括団体との意見交換ができる連絡体制の
構築

＜今後へ向けて＞
・バレーボール等で拠点校部活動を進めること
を検討していきたい。
※城南中学校・西原中学校・川通中学校を

想定している。
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（２）「統括団体単独モデル」

１ 令和６年度の取組【モデル校】

柏陽中学校
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（２）「統括団体単独モデル」

＜成果＞
〇教員の負担軽減

＜課題＞
●統括団体、総合型スポーツクラブとの意見
交換ができる連絡体制の構築

＜今後へ向けて＞
・外部指導者の部活動ガイドラインの理解の充実
・総合型地域ＳＣとの連携を模索していきたい

１ 令和６年度の取組【モデル校】

美園南中学校
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教育委員会とモデル校との関わり

●教育委員会による学校訪問
・事業開始前の学校への説明（４，５月）
・土日の活動の巡回訪問（月２回程度）

●統括団体との連携
・兼職兼業を希望する教職員の把握と情報共有（Ｒ６：約７割が希望）
・配置する指導員の調整（部員数と指導員配置人数の調整）

●モデル校との情報共有
・学校からの問合せ対応（指導員の配置、運営上の課題の相談など）
・意見聴取

１ 令和６年度の取組【モデル校】

教育委員会では、モデル校と連携し、検証を進めました。

【柏陽中陸上部】



モデル校での取組では、以下のような成果がみられました。

○指導者の確保
・指導者の発掘については、統括団体が指導者を募集したり、部活動指導員を指導者と
して充てたりするなどして、必要な人材を確保。

・モデル校の教職員に対し、休日の指導の希望を取り、休日の指導を希望する教職員は、
兼職兼業を申請することで、統括団体の指導員として従事。

・上記の取組により、希望する４５部活動全てに指導者を配置。
○外部指導者※による専門的な指導 ※兼職兼業をした教職員以外の指導者
・外部指導者の指導を受けた生徒の内、７７％が「技術が上達したと感じる」と回答。

○指導者に対する研修の実施
・年度当初に救急救命講習を行うとともに、コーチングを意識した指導をするよう、巡回
指導を実施。

○統括団体による管理・運営
・メールでの連絡体制、専用アプリでの労務管理、報酬支払い体制を構築。
○教職員の負担軽減
・教員の４９％が、本事業について「負担軽減につながった」と回答。 8

１ 令和６年度の取組【モデル校】



●全市展開に当たり市内の地域状況の違いから生じる課題
・【郊外部】生徒数の減少に伴い、部活動を維持することが困難になってきており、合同部活動の

増加、休部や廃部の検討の必要性が出てきている。
・【都市部】生徒数が増加している学校もあり、単独での部活動の実施は可能だが、部活動の数が

多いため、地域移行に伴う指導者や活動場所の確保などが課題。

●今後さらに検討するべき事項
①指導者の質や量の確保
・今後、本市全５８校の休日の部活動を統括団体から派遣された指導員で運営した場合、
相当数の指導員が必要となるため、質の高い指導員を必要数確保できるかが不透明。

・モデル校３校においては、兼職兼業を希望する教員が７割近いため、統括団体の指導者確保の
負担が小さい。兼職兼業を希望する教員が少ない学校で実証研究を進める必要がある。

②複数の統括団体での検証
・本市の規模の場合、複数の統括団体で運営することが想定されるため、統括団体ごとの
指導者の質、運営方法や運営費の差など、統括団体間の違いを検証する必要がある。

③合同部活動や拠点校部活動の実施検証
・合同部活動や拠点校部活動を実施する際の運営のあり方や生徒の活動の質の変化について
検証する必要がある。 9

１ 令和６年度の取組【モデル校】

モデル校での取組では、課題や今後の検討事項も明らかになりました。



④平日と土日の連携
・平日も含めた部活動地域移行とならない限りは、土日と平日の指導者の違いにより、
様々な問題が生ずる。
（例）怪我の問題、いじめの問題、体罰・暴言等不適切な指導などの問題 等

⑤受益者負担のあり方の検討
・運営資金の確保や費用負担の考え方の整理（受益者負担額や受益者負担の仕組みづくり）
の検討が出来ていない。

・活動時の保険について、部活動であれば「日本スポーツ振興センター災害給付金制度」
が適用され、見舞金や怪我の適用範囲によっては卒業後も補償が付く。一方、部活動が
地域移行した際は別途保険に入る必要があり、保護者にとっては、適用範囲や手続き方法
の違いから費用面、手続き面で新たな負担が生じる。

⑥市民への情報提供
・部活動地域移行について、方針や計画、進捗状況の情報提供が、保護者や地域、各学校に
対して出来ていない。
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１ 令和６年度の取組【モデル校】

●今後さらに検討するべき事項（続き）



２ 令和６年度の取組【中学校長会との連携】

＜中学校長会との協議＞
１ 中学校長会との検討会 年２回実施 教育研究所、市役所第二別館

（7/22,11/18）

２ 部活動改革検討委員会（校長会が今年度設置） 随時実施

※委員７名 市中学校体育連盟会長、副会長、モデル校校長 等

３ 中学校長会研究協議会において、特別活動・部活動部が実施したアンケート

結果についての協議に対する指導・助言 ２月６日 教育研究所
11

教育委員会は、中学校長会とも連携して、検証を進めました。



＜課題＞
①人材について

・適切な指導者の確保
・指導者の指導力の担保
・教職員への希望調査の未実施

②財源（予算・受益者負担）について
・予算の確保と保護者の金銭負担

③運営団体や地域との連携について
・受け皿となる地域団体の確保
・今後の方針が不明

④トラブル対応について
・トラブル対処
・責任の所在の明確化
・学校の施設管理、事故やトラブル

発生時の責任の所在の明確化
など
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２ 令和６年度の取組【中学校長会との連携】

中学校長会から、以下のような課題の提示や提案がありました。

＜提案＞
①人材について

・市教育委員会に担当部署を設置
・地域の関連団体と連携した人材確保
・指導者への研修の実施
・教職員への希望調査の実施

②財源（予算・受益者負担）について
・予算の確保と保護者の金銭負担

③運営団体や地域との連携について
・地域や保護者への広報
・具体的なロードマップの提示
・学校地域連携コーディネータの活用

④トラブル対応について
・市にトラブルの相談窓口の設置

など
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＜令和７年度の方向性＞

●「まちクラブ連携モデル」の確立に向けて、運営資料の

マニュアル化など、検証を進めます。

●課題に対応する形でワーキンググループを再編し、モデル校と

連携して課題解決に向けた検討を進めます。

３ 令和７年度の取組について

中学校長会で出された課題とモデル校での課題を整理し、以下の通り取り組みます。
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中学校校長会からの提案

●中学校チャレンジスクール事業を部活動地域展開のシステムへ変革
●学校地域連携コーディネーターが土日の活動を運営するシステムの確立

●学校運営協議会を絡める新たな体制

「まちクラブ連携モデル」を検証します。

国のガイドラインから

●地域の子供たちは、学校を含めた地域で育てる。
●地域の持続可能で多様な環境の一体的な整備

●地域での多様な体験や様々な世代との豊かな交流等を通じた学びなどの新しい価値の創出

３ 令和７年度の取組について

モデル校からの提案

●平日と休日の連携の課題解決に向けて、学校に関わりのある人が管理運営に関わる



●今後の全市的な部活動地域展開を見据え、「まちクラブ」の管理運営のマニュアル化を目指す。
●モデル校に担当指導主事を配置し、学校、統括団体、教育委員会で検討を進める。
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（１）「まちクラブ連携モデル」

３ 令和７年度の取組について



●持続可能な運営体制構築のため、まちクラブ連携モデルの検証に集中的に取り組みます。
●総合型地域ＳＣ連携モデルについては、関係団体と話合いを続けてまいります。
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モデル校８校

協力クラブ
３団体

３ 令和７年度の取組について
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モデル校８校

３ 令和７年度の取組について

協力クラブ
３団体



４ 令和７年度の組織について

＜組織概要＞
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４ 令和７年度の組織について

●令和７年度は、モデル校で明らかになった課題や中学校長会から示された課題や提案に対して、

以下のワーキンググループにおいて検討を進めてまいります。
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人材確保・育成ＷＧ
地域クラブ活動を担う指導者の確保と育成を通じて、
地域内の指導体制の安定と持続可能性を追求する。

①潜在的指導者のリサーチ及びリスト化
②人材バンクの運用及び登録情報の管理
③指導者向け研修プログラムの企画・実施

【検討事項】

月１回程度

財務戦略・運営ＷＧ
地域展開を支える持続可能な財務体制を構築し、
地域クラブ活動の円滑な運営を支援する。

①財政支援スキームの企画及び透明性の高い資金管理の実施
②保護者負担の仕組みや指導者謝金の適切な運用体制の整備
③各地域クラブ活動の資金計画及び収支報告の管理・監督

【検討事項】

地域連携・支援ＷＧ
地域団体や住民との協働を通じて、地域クラブ活動
を支える地域コミュニティを形成する。

①地域団体とのパートナーシップの確立及び連携体制の構築
②地域住民への広報活動及びフィードバック収集
③部活動の受け皿団体に向けたサポートプランの立案・実施

【検討事項】

月１回程度

リスク・法務対策ＷＧ
法的整合性とリスクマネジメントを通じて、
部活動地域展開の信頼性と安全性を確保する。

①トラブル発生時の対処フレームワークの確立
②責任所在の明確化による法的リスクの最小化
③保険や大会の在り方等、地域展開のガイドライン策定

【検討事項】

月１回程度 月１回程度



５ 部活動地域展開に向けたロードマップ（修正版）

20


